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	国土強靱化の推進においては、インフラ施設の耐震化対策が重要であり、個々のインフラ施設においては耐震技術基準に基づいた対策が進められている。
	しかしながら、道路や下水道等の線状で広域的な広がりを持つインフラ施設については、地域ごとの地質・地盤状況や想定される地震動を反映した液状化のリスクは把握されていない。このため、インフラ施設直下及びその周辺の地盤特性を整理し、液状化被害が推計可能な地盤構造モデルを構築する必要がある。
	また、既存の液状化ハザードマップは広域の一律評価のためのものであり、インフラ施設の液状化被害を表現するのに必要な地盤情報とメッシュ密度が不足しており、密度に応じて地盤特性を適切に補間するための手法は確立されていない。このため、インフラ施設の挙動への影響を表現できる３次元地盤構造モデルを開発し、液状化ハザードマップの作成を通じて液状化リスクを評価する手法を開発する必要がある。
	そこで本委託研究は、インフラ施設の地震による液状化被害実態を整理し、被害を生じさせる液状化に影響する地盤特性を整理した上で、インフラ施設の液状化被害を表現できる３次元地盤構造モデルの作成手法の開発を実際の地域における試作を通じて行う。更に３次元地盤構造モデルを適用してインフラ施設被害ハザードマップを作成し、これらを通じたインフラ施設の液状化リスク評価のためのハザードマップ作成手法の開発を行う。
	(3) 委託研究の期間

